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平成 19 年 5 月 17 日 

各 位 

 

会 社 名   住 友 不 動 産 株 式 会 社 
代表者名    取締役社長  高 島 準 司 
（コード８８３０ 東証・大証各第一部） 

                                      問合せ先     執行役員企画部長 尾 台 賀 幸 
（ＴＥＬ．０３－３３４６－２３４２） 

 

 

当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について 
 

 

 当社は、平成 19 年 5 月 17 日開催の取締役会において、特定株主グループ（注 1）の議決

権割合（注 2）を 20％以上とすることを目的とする当社株式の買付行為、または結果とし

て特定株主グループの議決権割合が 20％以上となる当社株式の買付行為（いずれについて

もあらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。以下、このような買付行為を「大

規模買付行為」、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に関する対応

方針（以下「本方針」といいます。）の導入を決定しましたので、以下のとおりお知らせい

たします。本方針を決定した当社取締役会には、社外監査役 3 名を含む当社監査役 5 名が

出席し、いずれの監査役も、本方針の具体的運用が適正に行われることを条件として、本

方針に賛成する旨の意見を述べました。なお、平成 19 年 3 月 31 日現在における当社の大

株主の状況は、別紙４のとおりです。また、当社は本日現在、当社株式の大規模買付行為

に関する提案等を一切受けていないことを申し添えます。 

 当社取締役会は、平成 19 年 6 月 28 日開催予定の当社第 74 期定時株主総会（以下「本定

時株主総会」といいます。）において、本方針の継続について株主の皆様のご承認をいただ

くため議案としてお諮りすることとします。これは、本方針の採用およびそれに基づく対

抗措置の発動については、株主の皆様にも一定の影響を与えるため、本方針を継続するプ

ロセスとして、株主の皆様のご承認をお願いするものであります。 

 

１． 当社の企業価値ひいては株主共同の利益向上に関する取組み 

 

当社グループは、バブル崩壊の打撃を克服し過去最高業績の回復を目指した「経

営再建 4 カ年計画（平成 9年 4 月～平成 13年 3 月）」を皮切りに、「新成長 3 カ年

計画（平成 13 年 4 月～平成 16年 3 月）」、「巡航成長 3 カ年計画（平成 16年 4 月～

平成 19年 3 月）」と、3 つの中期経営計画を着実に遂行しました。この間、10 期連

続の増収、営業・経常増益を達成、平成 13 年 3 月期に経常利益過去最高となって

以降、7 期連続で経常最高益を更新しております。合せて、4 千億円を超える特別

損失を計上して不稼働資産の処理を完了させ、平成 19 年 3 月期決算では、株主資

本利益率を 12％台に改善させるとともに、かかる経営状況の好転を踏まえ、前期に

引き続いて配当金を増額し、一株当り年額 14 円とする剰余金処分案を、本定時株
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主総会に提案させていただく予定です。年 14 円の配当は、過去最高額となります。 

当社グループは、東京のオフィスビルを中核とする不動産賃貸事業、全国主要都

市でマンション分譲事業を展開する不動産販売事業、「新築そっくりさん」や注文住

宅、リフォームなどの建設請負を行う完成工事（ハウジング）事業、不動産の仲介

や販売代理を行う不動産流通事業を 4 本柱としております。賃貸事業と販売事業は、

土地ありきで多額の先行投資を要し、商品化してからテナントや購入者を募集する

「見込み生産事業」に、また、ハウジング事業と流通事業は、先行投資は不要であ

る一方、多数の人員投入を必要とする、まず顧客ありきの「受注生産事業」に分類

されます。当社グループが 10 期連続の増収増益を達成できたのは、これら性格の

異なる主力事業が相互に補完し合い、バランス良く成長を遂げたからで、まさに、

グループの一体運営が企業価値増大の大きな要因であったといえます。 

事業展開にあたり、経営・執行・監督の各体制・機能も強化してきております。 

巡航成長 3 カ年計画に着手した平成 16 年 4 月に、執行役員制度を導入するとと

もに、取締役の報酬体系を退職慰労金制度と役員賞与を全廃して業績連動報酬に一

本化するという経営体制の改革を断行しました。経験豊富な取締役陣と、有能な若

手を登用した執行役員陣が有機的に連携し、巡航成長 3 カ年計画は、目標利益の大

幅超過達成という成果を収めることができました。 

監査役会も、前期の株主総会でご承認いただき、1 名増員して過半数が社外監査

役という体制に強化いたしました。すべての取締役会に原則全監査役が出席し、ま

た、執行役員会にも自由に参加するとともに、随時各部門を視察、社内検査部門や

外部の会計監査とも協働して、経営監視体制の充実強化が図られております。 

 

このように当社グループは、企業価値の増大と株主共同の利益向上に向けて積極

的な取組みを行い、大きな成果を挙げてまいりました。そして、さらにその成果を

拡大させるため、昨年の 11 月に新しい中期経営計画「第三次成長 3 カ年計画（平

成 19 年 4 月～平成 22 年 3 月）」を発表し、4 月からスタートしたところでありま

す。本計画では、10 期続いた増収増益路線をさらに 3 期継続させるとともに、これ

までの計画で達成した成長率の維持を目標といたしました。 

当社の事業部門のうち、「見込み生産事業」である賃貸、販売の 2 事業は、上述の

通り、まず用地を取得し、かつ計画期間内に建物が竣工しなければ収益に計上でき

ない投資先行型の事業です。したがって、平成 16 年 3 月に実施した時価発行増資

以降、積極的に取り組んだ開発用地手当ての成果を前提として、本計画を立案した

ものです。このように当社は、常に将来に向けた適切な先行投資を行うのが本業で

あり、この投資が一定の時間差をおいて収益化され、企業価値の増大に結びつくと

いう性格が内在されています。 

しかるに、昨今の不動産に対するさまざまな市場参加者の投資の状況を見ると、

実に多様な判断ないし思惑が入り乱れ、この先異常な投資行動が生じる恐れ無しと

しません。中長期的な展望に基づき、着実な株主価値の向上を目指す当社といたし

ましては、これまで多大な成果を収めてきた経営手法が、一部の異常な思惑によっ

て妨げられることのないよう予め方策を講じておくことが、株主共同の利益に合致

すると判断したものであります。 
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２． 本方針導入に関する基本的な考え方 

 

 当社は、大規模買付行為が開始された場合において、これを受け入れるかどうか

は、原則として、当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えており

ますが、当該大規模買付行為につき、当社株主の皆様が企業価値ひいては株主共同

の利益への影響を適切に判断するためには、大規模買付者および当社取締役会の双

方から、当社株主の皆様に必要かつ十分な情報・意見・代替案などの提供と、それ

らを検討するための必要かつ十分な時間が確保される必要があると考えます。 

 当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、以下のとおり、当社株式の

大規模買付行為に関するルール（以下｢大規模買付ルール｣といいます。）を設定し、

大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を求めます。大規模買付者がこの大

規模買付ルールを遵守しない場合、あるいは遵守した場合でも、大規模買付行為が

当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかであるときや、企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうときには、当社取締役会として一定の措置を講ずる

方針です。 

 なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、当該大規模買付行為

が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかである場合や企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なう場合に該当するか否か、対抗措置をとるべきか否か

等について、取締役会の判断の客観性、公正性および合理性を担保するため、社外

の学識経験者、弁護士、公認会計士等から選任される特別委員会を設置いたします。 

 

３． 大規模買付ルールの設定 

 

 当社取締役会としては、大規模買付行為は、以下に定める大規模買付ルールに従

って行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考えます。こ

の大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者から当社取締役会に対して必要か

つ十分な情報が提供され、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大

規模買付行為を開始する、というものです。 

 具体的には、まず、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様

の判断および取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「大規

模買付情報」といいます。）を提供していただきます。その項目の一部は以下のとお

りです。 

① 大規模買付者およびそのグループの概要 

② 大規模買付行為の目的および内容 

③ 買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け 

④ 大規模買付行為完了後に意図する当社グループの経営方針および事業計画 

⑤ 大規模買付行為完了後に意図する当社グループの顧客、サプライヤー、地域

社会、従業員その他の当社グループに係る利害関係者に関する方針 

 

 大規模買付情報の具体的内容は、大規模買付行為の内容によって異なることもあ



 
 

 4 

り得るため、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社取

締役会宛に、大規模買付ルールに従う旨の意向表明書をご提出いただくこととしま

す。意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国

内連絡先および提案する大規模買付行為の概要を明示していただきます。当社取締

役会は、この意向表明書の受領後 10 営業日以内に、大規模買付者から当初提供して

いただくべき大規模買付情報のリストを大規模買付者に交付します。なお、当初提

供していただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると考えられる場

合、必要かつ十分な大規模買付情報が揃うまで追加的に情報提供をしていただくこ

とがあります。大規模買付行為の提案があった事実および当社取締役会に提供され

た大規模買付情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合

には、適切と判断する時点で、その全部または一部を開示します。 

 次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付情

報の提供が完了した後、60 営業日（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによ

る当社全株式の買付の場合）または 90 営業日（その他の大規模買付行為の場合）を

取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取

締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。なお、暦日

とするのに比べ長い期間としているのは、当社グループの事業が多岐にわたってお

り、全国各地に加え海外にも事業展開している中で、取締役会による評価、検討、

交渉、意見形成、代替案立案を、株主、取引先、顧客等の利害関係者との関係、事

業に関連する諸法令の規制、従業員の雇用などを勘案して、慎重に進めていく必要

があるためです。従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開

始されるものとします。取締役会評価期間中、当社取締役会は外部専門家の助言を

受けながら、提供された大規模買付情報を十分に評価･検討し、取締役会としての意

見を開示します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関す

る条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示するこ

ともあります。 

 

４． 大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

 

（1） 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

 大規模買付者によって大規模買付ルールが遵守されない場合には、当社取締役会

は、企業価値ひいては株主共同の利益の保護を目的として、新株予約権の発行等、

会社法その他の法律および当社定款が取締役会の権限として認める措置をとり、大

規模買付行為に対抗することがあります。対抗措置の発動は、弁護士、財務アドバ

イザーなどの外部専門家の意見も参考にし、特別委員会の勧告を最大限尊重し、当

社取締役会が決定します。具体的な対抗措置については、その時点で相当と認めら

れるものを選択することとなります。具体的対抗措置として新株予約権無償割当て

を行う場合の概要は、原則として別紙３記載のとおりとします。なお、新株予約権

を発行する場合には、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および行使条件を

設けることがあります。 

 なお、今回の大規模買付ルールの設定およびそのルールが遵守されなかった場合
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の対抗措置は、企業価値ひいては株主共同の利益を保護するための相当かつ適切な

対応であると考えます。他方、このような対抗措置により、結果的に、大規模買付

ルールを遵守しない大規模買付者に経済的損害を含む何らかの不利益を発生させる

可能性があります。大規模買付ルールを無視して大規模買付行為を開始することの

ないように予め注意を喚起いたします。 

 

（2） 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

 大規模買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の買付行為

について、企業価値ひいては株主共同の利益を保護するという観点から、株主の皆

様に、このような買付行為を受け入れるかどうかの判断のために必要な情報や、現

に経営を担っている当社取締役会の評価意見を提供し、さらには、代替案の提示を

受ける機会を保証することを目的とするものです。大規模買付ルールが遵守されて

いる場合、原則として、当社取締役会の判断により対抗措置を発動するものではあ

りません。  

 しかしながら、例外的に、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守していても、

大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかである場合や企

業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合であると、弁護士、財務アドバ

イザーなどの外部専門家の意見も参考にし、特別委員会の勧告を最大限尊重した上

で、当社取締役会が判断したときには、４（1）で述べた大規模買付行為を抑止する

ための措置をとることがあります。かかる対抗措置をとることを決定した場合には、

適時適切な開示を行います。具体的には、以下の類型に該当すると認められる場合

には、原則として、大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明

らかである場合や企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合に該当する

ものと考えます。 

(i) 次の①から④までに掲げる行為等により企業価値ひいては株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすような買収行為を行う場合 

① 株式を買い占め、その株式について会社側に対して高値で買取り

を要求する行為 

② 会社を一時的に支配して、会社の重要な資産等を廉価に取得する

等会社の犠牲の下に買収者の利益を実現する経営を行うような行

為 

③ 会社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原

資として流用する行為 

④ 会社経営を一時的に支配して会社の事業に当面関係していない高

額資産等を処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさ

せるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値

で売り抜ける行為 

(ii) 強圧的二段階買収（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に

設定し、あるいは二段階目の買付条件を明確にしないで、公開買付け等

の株式買付けを行うことをいいます。）など株主に株式の売却を事実上強

要するおそれがある買収行為を行う場合 
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(iii) 大規模買付者による支配権取得により、当社グループの顧客・サプライ

ヤー・地域社会・従業員その他の利害関係者の利益が損なわれ、それに

よって長期的に企業価値ひいては株主共同の利益が著しく毀損される場

合 

(iv) 買付の条件（対価の価額・種類、買付の時期、買付方法の適法性、買付

の実現可能性、買付後における当社の顧客・サプライヤー・従業員その

他の利害関係者の処遇方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み著

しく不十分または不適当な買付である場合 

  

（3）特別委員会の設置 

本方針において、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、当該大規

模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかである場合や企業価

値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合に該当するか否か、対抗措置をとる

べきか否か、および本方針を修正すべきか否かの判断にあたっては、その客観性、

公正性および合理性を担保するため、当社は、取締役会から独立した組織として、

特別委員会を設置いたします。特別委員会の委員は 3 名とし、社外の学識経験者、

弁護士、公認会計士、税理士、社外監査役、経営経験豊富な企業経営者などを対象

として選任するものとします。（特別委員会の概要につきましては別紙１をご参照願

います。）なお、本方針導入時の特別委員会委員の氏名および略歴は、別紙２の通り

です。 

 取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、当該大規模買

付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかである場合や企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なう場合に該当するか否か、対抗措置をとるべき

か否か、および本方針を修正すべきか否かを判断するにあたっては、特別委員会に

対し諮問し､特別委員会の勧告を受けるものとします。特別委員会は、当社の費用で、

当社経営陣から独立した第三者（財務アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサ

ルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得たり、当社の取締役、監査役、従

業員等に特別委員会への出席を要求し、必要な情報について説明を求めたりしなが

ら、取締役会から諮問を受けた事項について審議・決議し、その決議の内容に基づ

いて、当社取締役会に対し勧告を行います。取締役会は、大規模買付者が大規模買

付ルールを遵守したか否か、当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもた

らすことが明らかである場合や企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場

合に該当するか否か、対抗措置をとるべきか否か、および本方針を修正すべきか否

かを判断するにあたっては、特別委員会の勧告を最大限尊重するものといたします。 

 

 

５． 当社株主の皆様・投資家の皆様に与える影響等 

 

 対抗措置の発動によって、当社株主の皆様（大規模買付者及びその特定株主グル

ープを除きます。）が経済面や権利面で損失を被るような事態は想定しておりません

が、当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令および証
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券取引所規則に従って、適時適切な開示を行います。対抗措置を発動した場合に、

その発動に伴って当社株主の皆様がとる必要のある手続きとして、新株予約権の取

得のためには、別途取締役会が決定し公告する新株予約権の基準日までに名義書換

を完了していただくほか、その発行方法によっては、所定の期間内に申込みをして

いただく必要もあります。また、新株予約権を行使して株式を取得するためには所

定の期間内に一定の金額の払込みを完了していただく必要があります。これらの手

続きの詳細につきましては、実際に新株予約権を発行することとなった際に、法令

および証券取引所規則に基づき別途お知らせいたします。 

 なお、当社は、新株予約権の割当ての基準日や新株予約権の割当ての効力発生後

においても、例えば、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した等の事情により、

新株予約権の行使期間開始日の前日までに、新株予約権の割当てを中止し、または

当社が新株予約権者に当社株式を交付することなく無償にて新株予約権を取得する

ことがあります。これらの場合には、1 株あたりの価値の希釈化は生じませんので、

1 株あたりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売付等を行った投資家

の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

 

６． 本方針の有効期限 

 

 本方針の有効期限は平成 19 年 6 月 28 日開催予定の本定時株主総会終結時までと

します。本定時株主総会において、本方針の継続について株主の皆様のご承認が得

られた場合は、本方針の有効期間は、本定時株主総会の日から 3 年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結時までとし、以後も同様と

します。 

 なお、当社取締役会は、本方針を継続することを決定した場合、その旨を速やか

にお知らせします。また、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益保護

の観点から、会社法および証券取引法を含めた関係法令の整備・改正等を踏まえ、

本方針を随時見直していく所存です。 

 また、本方針はその有効期間中であっても、当社取締役会により本方針を廃止す

る旨の決議が行われた場合は、本方針はその時点で廃止されるものとします。また、

当社取締役会は、本方針の有効期間中であっても、特別委員会の勧告を最大限尊重

して、本方針を修正する場合があります。 

 

注１： 特定株主グループとは、（ⅰ）当社の株券等（証券取引法第 27 条の 23第 1 項に

規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第 27 条の 23第 1 項に規定する保

有者をいい、同条第 3 項に基づき保有者に含まれる者を含みます。）およびその

共同保有者（同法第 27 条の 23 第 5 項に規定する共同保有者をいい、同条第 6

項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）、または（ⅱ）当社の株券

等（同法第 27 条の 2 第 1 項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法

第 27 条の 2 第 1 項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行

われるものを含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第 27 条の 2 第

7 項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。 
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注２： 議決権割合とは、（ⅰ）特定株主グループが、注 1 の（ⅰ）の記載に該当する場

合は、当社の株券等の保有者の株券等保有割合（証券取引法 27 条の 23第 4 項に

規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保

有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も計算上

考慮されるものとします。）、または（ⅱ）特定株主グループが、注 1 の（ⅱ）

の記載に該当する場合は、当社の株券等の買付け等を行う者およびその特別関係

者の株券等所有割合（同法第 27 条の 2 第 8 項に規定する株券等所有割合をいい

ます。）の合計をいいます。議決権割合の算出に当たっては、総議決権（同法第

27 条の 2 第 8 項に規定するものをいいます。）および発行済株式の総数（同法

第 27 条の 23 第 4 項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、半期報

告書および自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照するこ

とができるものとします。 

以  上 
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別紙１ 

特別委員会の概要 

１．設置 

特別委員会は、当社取締役会の決議により設置される。 

２．構成員 

特別委員会は、当社取締役会により委嘱を受けた社外の学識経験者、弁護士、公認会

計士、税理士、社外監査役、経営経験豊富な企業経営者など３名で構成される。 

３．任期 

特別委員会の委員の任期は、当社取締役会の決議によって定める。 

４．決議要件 

特別委員会の決議は、原則として、特別委員会の全員が出席し、その過半数をもって

これを行うものとする。但し、特別委員会の全員が出席できない事情がある場合には、

特別委員会の決議は、特別委員会の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行うも

のとする。 

５．決議事項 

特別委員会は、当社取締役会の諮問がある場合には、これに応じ、原則として以下の

各号に記載された事項について決定し、その決定の内容をその理由を付して当社取締役

会に勧告するものとする。なお、特別委員会の各委員は、当該決定にあたっては、企業

価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自

らまたは当社取締役の個人的利益を図ることを目的としては行わないものとする。 

 

① 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か 

② 大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかである場合や 

企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合に該当するか否か 

③ 対抗措置をとるべきか否か 

④ 本方針を修正すべきか否か 

⑤ その他本方針に関連し、当社取締役会が諮問した事項 

６．専門家等の助言 

また、特別委員会は、適切な判断を確保するために、上記判断に際して、必要かつ十

分な情報収集に努めるものとし、当社の費用で、当社経営陣から独立した第三者（財務

アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を

得ることができる。 

 

以  上 
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別紙２ 

特別委員会委員の略歴 

 

 本方針導入当初の特別委員会の委員は、以下の３名とします。 

 

尾崎 行信（おざき ゆきのぶ） 

＜略 歴＞ 

昭和 ４年 ４月生 

昭和３０年 ４月 弁護士登録 

昭和５０年 ４月 第一東京弁護士会副会長 

平成 元年 ４月 第一東京弁護士会会長、日本弁護士連合会副会長 

平成 ６年 ２月 最高裁判所判事 

平成１１年 ４月 同定年退官 

平成１１年 ４月 弁護士登録 現在に至る 

 

 

岡村 泰孝（おかむら やすたか） 

＜略 歴＞ 

昭和 ４年 ６月生 

昭和３０年 ４月 大阪地方検察庁検事 

平成 ３年１２月 東京高等検察庁検事長 

平成 ４年 ５月 最高検察庁検事総長 

平成 ６年 ２月 弁護士登録 現在に至る 

平成 ９年 ６月 トヨタ自動車(株)監査役 現在に至る 

平成１５年 ６月 三井物産(株)監査役 現在に至る 

   

 

宇野 皓三（うの こうぞう） 

＜略 歴＞ 

昭和 ８年 ７月生 

昭和３８年 ８月 公認会計士登録 現在に至る 

昭和４４年 ７月 監査法人朝日会計社（現あずさ監査法人）代表社員 

昭和４９年 ４月 税理士登録 現在に至る 

昭和４９年 ５月 公認会計士宇野皓三事務所開設 現在に至る 

平成 ５年１０月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）副理事長 

平成 ９年 ５月 同法人理事長 

平成１１年 ５月 同法人会長  

平成１３年 ５月 同法人退任  

     

以  上 
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別紙３ 

 

新株予約権概要 

 

1. 新株予約権付与の対象となる株主および発行条件 

当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または

記録された株主に対し、その所有する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株

式を除く。）1株につき1個の割合で新たに払込みをさせないで新株予約権を割当てる。 

 

2. 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式

の総数は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数から当

社普通株式の発行済株式（当社の所有する当社普通株式を除く。）の総数を減じた株式

数を上限とする。新株予約権1個当たりの目的となる株式の数（以下「対象株式数」とい

う。）は当社取締役会が別途定める数とする。但し、当社が株式分割または株式併合を

行う場合は、所要の調整を行うものとする。 

 

3. 発行する新株予約権の総数 

新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数

回にわたり新株予約権の割当を行うことがある。 

 

4. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額） 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は1円以上で

当社取締役会が定める額とする。 

 

5. 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要す

る。 

 

6. 新株予約権の行使条件 

議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者は、原則として新株予約権を行使

することができない。また、外国の適用法令上、当該法令の管轄地域に所在し新株予約

権の行使にあたり所定の手続が必要とされる者も、原則として新株予約権を行使するこ

とができない（但し、当該外国の適用法令上適用除外規定が利用できる者等の一定の者

は行使することができるほか、この者の有する新株予約権も、後記8．のとおり、当社に

よる当社株式を対価とする取得の対象とする。）。さらに、特定株主グループに属する者

でないこと等について確認する当社所定の書式による書面を提出しない者（但し、当社

がかかる書面の提出を求めなかった者を除く。）も、本新株予約権を行使することができ
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ない。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。 

 

7. 新株予約権の行使期間 

 

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定めた日を初日（以下かかる行使

期間の初日を「行使期間開始日」という。）とし、1 ヶ月間から 3 ヶ月間までの範囲で新

株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める期間とする。なお、行使期間

の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日にあたるときは、その

前営業日を最終日とする。 

 

8. 当社による新株予約権の取得 

 

①当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が新株予約権を取得することが

適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日の到来日をも

って、全ての新株予約権を無償にて取得することができるものとする。 

②当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、特定株主グループに属する者

および取得がなされる日までに特定株主グループに属する者でないこと等について確認

する当社所定の書式による書面を提出しない者（但し、当社がかかる書面の提出を求めな

かった者を除く。）以外の者が有する新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前

日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権1 個につき対象株式

数の当社株式を交付することができる。 

また、かかる取得がなされた日以降に、新株予約権を有する者のうち特定株主グループに

属する者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合（但し、かかる取締役会の認定

にあたり、当社は、本 8.②前段に定める当社所定の書式による書面の提出を求めること

ができる。）には、上記の取得がなされた日より後の当該当社取締役会が別途定める日の

到来日をもって、当該者の有する新株予約権のうち当該当社取締役会の定める日の前日ま

でに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、新株予約権1 個につき対象株式数の当

社株式を交付することができるものとし、その後も同様とする。 

以  上 
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別紙４ 

 

当社の大株主の状況 

 

平成 19 年３月 31 日現在の当社の大株主の状況は以下のとおりです。 

当社への出資状況 
株  主  名 

持 株 数 出 資 比 率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 
株

21,867,000 

％ 

4.59  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 16,091,000 3.38  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 15,806,000 3.32  

株式会社三井住友銀行 11,990,199 2.52  

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー

５０５１０３ 
11,251,347 2.36  

住友信託銀行株式会社 8,136,000 1.71  

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 8,043,519 1.69  

鹿島建設株式会社 7,912,851 1.66  

三井住友海上火災保険株式会社 6,740,160 1.42  

清水建設株式会社 6,500,000 1.37  

合                          計 114,338,076 24.02  

(注) 上記のほか、当社が自己株式 1,339,752 株を保有しております。 

以   上 

 

 

 


